
品川区障害者グループホーム支援事業実施要綱 

 

平成２７年３月３１日 区長決定 要綱第４１２号 

平成２９年５月３１日 部長決定 要綱第９２号 

平成３１年２月７日 区長決定 要綱第２０号 

 令和３年３月２４日 区長決定 要綱第９３号 

令和３年４月１日 区長決定 要綱第３２６号 

令和４年３月１０日 区長決定 要綱第１７０号 

令和５年４月１日 区長決定 要綱第１２９号 

令和６年４月１日 区長決定 要綱第２８５号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京都障害者グループホーム支援事業取扱要領(平成２１年５月２１

日２０福保障居第３９８５号。以下「都要領」という。)に基づき、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第５条第１７項に規定する共同生活援助を行う事業所（以下「グループホー

ム」という。）を利用する障害者の負担軽減を図るとともに、グループホームの開設お

よび運営に係る経費等の一部を区が助成することにより、グループホームの整備促進と

安定的な運営を図り、もって障害者の地域社会における自立生活を助長することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 グループホームを次に掲げるものに分類する。 

  滞在型グループホーム（以下「滞在型」という。） 

法第３６条第１項の規定に基づき東京都知事または八王子市長（以下「知事等」と

いう。）による指定を受けたグループホーム（次号の通過型としての指定を受けたもの

を除く。） 

  通過型グループホーム（以下「通過型」という。） 

法第３６条第１項の規定に基づき知事等による指定を受けたグループホームであっ

て、都要領別表１に定める基準を満たしており、東京都福祉局長が通過型として指定

したもの。 

（支援事業の内容） 

第３条 この要綱の規定により行う助成内容は、次の各号に掲げるものとする。 

  運営費の助成 

  所在地が都内にあるグループホームの運営を支援するための助成をいう。 

  夜間支援体制に対する助成  

  所在地が都内にあるグループホームにおいて、夜間支援を行った場合の助成をい

う。 

  家賃助成  



  グループホームの入居者（滞在型に入居している知的障害者、身体障害者または治

療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障

害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって１８歳以上であるもの（以下

「難病患者等」という。）に限る。）が支払った家賃の一部に対する助成をいう。 

  施設借上費の助成 

  所在地が都内にあるグループホームの入居者（精神障害者または通過型の入居者に

限る。）の居住する居室の家賃等に対する助成をいう。 

  開設準備経費の助成 

  所在地が区内にあるグループホームに供するための共同生活住居を新設または増設

（グループホームの定員の増加に伴う新たな共同生活住居の設置をいう。）するため

に必要となる経費に対する助成をいう。  

   通過型に対する助成 

前条第２号に基づく通過型の運営を支援するための助成をいう。 

  整備促進助成  

所在地が区内にあるグループホームの整備を促進するための助成（第１０条第１項

第１号の有資格者配置助成および同項第２号の開設時施設借上費助成）をいう。 

  精神科医療連携体制に対する助成 

  所在地が都内にあるグループホームが精神科医療との連携を行う体制を整備するた

めに必要となる経費に対する助成をいう。 

（運営費の助成） 

第４条 前条第１号に掲げる運営費に対する助成の額は、法第１９条の規定に基づき品川区

（以下「区」という。）が支給決定または措置決定をしている者を対象として、次に掲げ

るところにより算出するものとする。 

  運営費の算定は月単位とし、その額は別表１－１に掲げる都加算日額単価に次号に定

める処遇を行った日数（以下「基準日数」という。）を乗じて得た額とする。 

   基準日数として算定できる日は、入居者に対して次の支援を行い、サービス提供記録

にその支援内容を記録した日とする。ただし、当該支援を行う旨をあらかじめ個別支援

計画に記載していなければならない。 

ア 日常生活支援 

イ 食事提供支援 

ウ 介護等支援 

エ 入院時における病院等との連絡調整等支援（病院または診療所を訪問し、入院期 

間中に被服等の準備、利用者の相談支援等の日常生活上の支援を行うこと、退院後 

の円滑な生活移行のための病院または診療所との連絡調整を行うことなどをい 

う。） 

オ 帰宅時における家族等との連絡調整等支援（帰省に伴う家族等との連絡調整、交 

通手段の確保等の支援を行うこと、帰省期間中に家族等との連携により、居宅等に 

おける生活状況等を十分把握することなどをいう。） 



カ その他入居者に対する支援 

（夜間支援体制に対する助成） 

第５条 第３条第２号に掲げる夜間支援体制に対する助成は、法第１９条の規定に基づき

区が支給決定または措置決定をしている者を対象として、別表１－２（１）に掲げる日

額単価に基準日数を乗じて得た額から国給付費額（夜間支援等体制加算(Ⅰ)または夜間

支援等体制加算(Ⅱ)分に限る。）を控除した額とする。ただし、都要領第６条の規定に

よる認定を受けていなければならない。 

（家賃助成） 

第６条 第３条第３号に掲げる家賃助成は、法第１９条の規定に基づき区が支給決定また

は措置決定をしている者が支払った家賃の一定額を助成するものとし、その額は、別表

２から４までの基準により算定するものとする。ただし、知的障害者、身体障害者また

は難病患者等であるグループホームの入居者のみを対象として算定するものとする。 

２ 家賃の助成を受けようとする者（以下「家賃助成の申請者」という。）は、家賃助成

申請書（第１号様式）により区長に申請しなければならない。 

３ 区長は、家賃助成の申請者に対する助成の可否を決定したときは、家賃助成決定（却

下）通知書（第２号様式）により申請者に通知する。 

４ 前項の規定により家賃の助成の決定を受けた者は、家賃額の変更または収入額の著し

い変更があったときは、家賃助成変更申請書（第３号様式）に当該変更を証する書類を

添付して、区長に提出しなければならない。 

５ 区長は、前項の規定による変更申請があったときは、当該変更後における家賃助成の

可否を決定し、家賃助成決定（却下）通知書（第２号様式）により申請者に通知する。 

（施設借上費の助成） 

第７条 第３条第４号に掲げる施設借上費の助成は、法第１９条の規定に基づき区が支給

決定または措置決定をしている者（精神障害者または通過型の入居者に限る。）の居住

する居室の借上費の一定額を助成するものとし、その額は、別表１－２（２）に掲げる

基準により算定するものとする。 

（開設準備経費の助成） 

第８条 第３条第５号に掲げる開設準備経費に対する助成の額は、別表１－２（３）に掲

げる基準により算定するものとする。 

２ 開設準備経費の助成を受けようとする者（以下「開設準備経費の申請者」という。）

は、開設準備経費助成申請書（第４号様式）により区長に申請しなければならない。 

３ 区長は、開設準備経費の申請者に対する助成の可否を決定したときは、開設準備経費

助成決定（却下）通知書（第５号様式）により開設準備経費の申請者に通知する。 

（通過型に対する助成） 

第９条 第３条第６号に掲げる通過型に対する助成の額は、法第１９条の規定に基づき区が

支給決定または措置決定をしている者を対象として、次に掲げるところにより算定するも

のとする。 

   通過型加算 通過型加算は、月単位で算定するものとし、その額は別表１－２（４）



①に掲げる日額単価に基準日数を乗じて得た額とする。ただし、入居者が退去した場

合に支弁する額は、別表１－１に掲げる都加算日額単価の「第４条（２）エ、オ、カ

（区分１以下）」の欄および通過型加算を当該退去した日から３カ月経過した日の属す

る月の末日まで支弁することとする。 
  通過型施設借上費 通過型施設借上費は、別表１－２（４）②の基準に従い、次に

掲げるところにより算定する。 

ア 入居者の居住する居室の家賃、更新料および礼金 入居者が入院し、６カ月以内

に退院が見込まれる場合は、６カ月を経過した日の属する月の末日まで支弁するも

のとする。 

イ 入居者が退去した居室の家賃、更新料および礼金 区内に所在するグループホー

ムについては、入居者が退去した日から３か月を経過した日の属する月の末日まで

支弁するものとする。 

ウ 交流室の家賃、更新料および礼金 区内に所在するグループホームについては、

交流室１室分を支弁するものとする。 

（整備促進助成） 

第１０条 第３条第７号に掲げる整備促進助成は、区の計画に基づいて定めた別表５に掲

げる要件を満たす事業に対し、区が支給決定または措置決定をしている者を対象とし

て、次に掲げるところにより算定する。 

   有資格者配置助成 有資格者配置助成は、別表６の資格を有し、かつ障害福祉サー

ビスに係る実務経験３年以上の常勤職員を専任で配置した場合、同表に掲げる基準に

より算定する。 

   開設時施設借上費助成 開設時施設借上費助成は、開設月から６カ月間に限り空室

の居室の借上費について、別表７の基準により算定する。 

２ 整備促進助成を受けようとする者（以下「整備促進助成の申請者」という。）は、整

備促進助成申請書（第６号様式）により区長に申請しなければならない。 

３ 区長は、整備促進助成の申請者に対する助成の可否を決定したときは、整備促進助成

決定（却下）通知書（第７号様式）により整備促進助成の申請者に通知する。 

（精神科医療連携体制に対する助成） 

第１０条の２ 第３条第８号に掲げる精神科医療連携体制に対する助成は、法第１９条の

規定に基づき区が支給決定または措置決定をしている者（精神障害者に限る。）を対象

として、次に掲げるところにより算定するものとする。 

  算定は月単位とし、その額は別表１－２（５）に掲げる日額単価に基準日数を乗じて

得た額とする。 

  以下の要件を全て満たしていること。 

  ア 都要領第５条の２の規定による届出をしていること。 

  イ 月１回以上、対象となる利用者が診療を受けている精神科医療機関との連携を行い、 

その記録を作成すること。 

  ウ 利用者の状態を把握できるよう、適宜、ヒアリング等を行うこと。 



  エ イおよびウに係る記録を５年間保存し、区から求めがあった場合は、これを速やか

に提出すること。 

（補助の条件） 

第１０条の３ 第３条第１号、第２号、第６号および第８号に規定する助成は、助成の対象

となるグループホームごとに、次の各号の条件をいずれも満たしている場合に助成するも

のとする。 

   福祉サービス第三者評価の受審 

  ア 福祉サービス第三者評価を３年に１回受審すること。この場合において、３年の起

算日は、最後に福祉サービス第三者評価の受審を完了した月の翌月１日とする。 

  イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）を受けた事

業所については、指定日から３年間は適用しない。 

  ウ 受審が完了せずに３年を経過した場合は、起算日から３年を過ぎた月から受審が完

了した月までのサービス提供分について、助成を受けることができない。 

   外部研修等受講 

  ア 前年度に、事業所全体で一定数以上の世話人または生活支援員が、当該グループホ

ームを運営している法人以外の者による外部研修等を受講すること。この場合におい

て、「一定数以上」とは事業年度の前年度の４月１日時点の事業所の定員数を３０で

除した数（小数点以下切り上げ）とし、また、「外部研修等」とは運営法人以外の者

が当該グループホームの事業所外または事業所内で実施する研修であり、主として障

害理解に関する内容の研修とする。 

  イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）を受けた事

業所については、指定日を含む年度およびその翌年度は適用しない。 

  ウ アの規定を満たさない場合は、翌年度のサービス提供分について助成を受けること

ができない。 

   ※ グループホーム運営事業者は、ユニットごとに、勤務している世話人または生活

支援員のうち一人以上が、年に１回以上外部研修等を受講するよう努めること。 

   事業計画の作成等 

事業を運営するに当たり、具体的な事業内容を記載した事業計画をあらかじめ作成

し、事業内容に変更が生じた場合は、適宜更新を行うこと。また、新たに指定を受け

る場合や事業内容のうち定員に変更が生じる場合は、原則、都に事業計画を提出する

こと。 

  書類の保存 

第１号および第２号に係る書類を５年間保存すること。なお、前３号に係る書類に

ついて、区から求めがあった場合は、これを速やかに提出すること。 

（助成決定の取消し） 

第１１条 区長は、この要綱に定める各助成の申請者が次の各号のいずれかに該当すると認

めたときは、助成決定の全部または一部を取り消すことができる。 

  偽りその他不正な手段により助成を受けたとき。 



   助成金を他の用途に使用したとき。 

   助成の決定の内容もしくはこれに付した条件、この要綱に基づく命令または法令に

違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部

分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、この要

綱を所管する部長が別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２９年６月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から適用する。 

   第３条第８号および第１０条の２の規定 平成３１年１月１日 

   第１０条の３第１号アおよびウの規定  平成３３年４月１日 

   第１０条の３第２号アおよびウの規定  平成３２年４月１日 

付 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

付 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

付 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 



別表１－１(第４条関係、第９条関係）

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

区分６ 1,706 1,922 1,977 2,140 2,248 2,465 2,628 2,790

区分５ 1,564 1,736 1,779 1,906 1,992 2,164 2,292 2,420

区分４ 1,397 1,542 1,578 1,687 1,759 1,903 2,011 2,120

区分３ 1,147 1,266 1,295 1,384 1,444 1,563 1,652 1,740

区分２ 1,139 1,224 1,244 1,308 1,350 1,434 1,497 1,560

区分１以下 187 266 285 344 384 462 521 580

個人ホームヘルプ（区分５） 0 0 0 0 10 134 228 320

個人ホームヘルプ（区分４） 107 219 248 333 389 502 587 670

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

区分６ 1,375 1,575 1,626 1,777 1,878 2,079 2,230 2,380

区分５ 1,423 1,579 1,617 1,734 1,812 1,967 2,083 2,200

区分４ 1,267 1,396 1,428 1,525 1,589 1,717 1,813 1,910

区分３ 959 1,064 1,089 1,168 1,220 1,324 1,402 1,480

区分２ 963 1,033 1,050 1,102 1,137 1,206 1,258 1,310

区分１以下 199 263 279 328 360 424 472 520

個人ホームヘルプ（区分５） 0 0 0 0 0 0 29 110

個人ホームヘルプ（区分４） 0 85 109 182 230 326 399 470

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分６ 1,757 1,947 1,995 2,138 2,233 2,424 2,567 2,710

区分５ 1,806 1,951 1,987 2,096 2,168 2,313 2,421 2,530

区分４ 1,650 1,768 1,798 1,886 1,945 2,064 2,152 2,240

区分３ 1,319 1,413 1,437 1,507 1,555 1,649 1,720 1,790

区分２ 1,312 1,371 1,387 1,431 1,461 1,520 1,565 1,610

区分１以下 558 613 626 667 694 749 790 830

個人ホームヘルプ（区分５） 0 51 75 149 197 295 367 440

個人ホームヘルプ（区分４） 372 458 479 543 586 672 737 800

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分６ 1,311 1,539 1,596 1,767 1,881 2,109 2,280 2,450

区分５ 1,216 1,397 1,443 1,578 1,668 1,849 1,985 2,120

区分４ 1,096 1,249 1,287 1,402 1,479 1,632 1,746 1,860

区分３ 729 859 891 990 1,055 1,185 1,283 1,380

区分２ 849 941 964 1,034 1,080 1,172 1,241 1,310

区分１以下 0 0 5 70 114 200 265 330

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

体
験

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型

４
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

５
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

６
対
１

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

運営費の助成
都単価表

（単位：円）

類型
配置
区分

障害支援区分等

都　加　算　日　額　単　価人員
配置
体制
加算

Ⅰ

Ⅲ

Ⅰ
・
Ⅲ

Ⅱ
・
Ⅳ

Ⅳ

Ⅱ

第４条（２）エ、オ、カ



１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他
類型

配置
区分

障害支援区分等

都　加　算　日　額　単　価人員
配置
体制
加算

区分６ 1,543 1,765 1,819 1,986 2,097 2,318 2,484 2,650

区分５ 1,309 1,487 1,532 1,665 1,755 1,933 2,067 2,200

区分４ 1,188 1,339 1,377 1,489 1,564 1,714 1,827 1,940

区分３ 1,912 2,010 2,034 2,108 2,156 2,255 2,328 2,400

区分２ 1,696 1,766 1,782 1,834 1,869 1,937 1,989 2,040

区分１以下 627 694 710 761 794 860 910 960

個人ホームヘルプ（区分５） 128 125 124 121 119 177 269 360

個人ホームヘルプ（区分４） 177 287 315 399 454 564 647 730

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

区分６ 1,555 1,775 1,831 1,997 2,108 2,328 2,494 2,660

区分５ 1,309 1,487 1,532 1,665 1,755 1,933 2,066 2,200

区分４ 1,188 1,339 1,377 1,489 1,564 1,715 1,828 1,940

区分３ 1,820 1,920 1,945 2,020 2,070 2,170 2,245 2,320

区分２ 1,510 1,585 1,603 1,659 1,696 1,770 1,825 1,880

区分１以下 557 627 643 695 729 798 849 900

個人ホームヘルプ（区分５） 116 113 112 110 108 166 258 350

個人ホームヘルプ（区分４） 177 287 315 398 454 564 647 730

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分６ 1,246 1,451 1,502 1,656 1,759 1,963 2,117 2,270

区分５ 1,202 1,365 1,404 1,525 1,606 1,768 1,889 2,010

区分４ 1,070 1,205 1,237 1,338 1,406 1,539 1,639 1,740

区分３ 1,609 1,695 1,717 1,781 1,825 1,911 1,976 2,040

区分２ 1,287 1,349 1,363 1,409 1,439 1,500 1,545 1,590

区分１以下 536 591 604 645 673 727 769 810

個人ホームヘルプ（区分５） 104 101 100 99 97 94 92 140

個人ホームヘルプ（区分４） 162 158 157 225 273 367 439 510

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分６ 1,189 1,394 1,446 1,601 1,705 1,911 2,066 2,220

区分５ 1,191 1,354 1,393 1,515 1,596 1,757 1,879 2,000

区分４ 1,070 1,205 1,238 1,338 1,405 1,539 1,639 1,740

区分３ 1,817 1,898 1,918 1,978 2,019 2,100 2,160 2,220

区分２ 1,613 1,664 1,677 1,716 1,742 1,793 1,832 1,870

区分１以下 698 749 761 798 824 874 912 950

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

５
対
１

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

体
験

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

日
中
サ
ー
ビ
ス
支
援
型

３
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

4
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

Ⅴ
・
Ⅶ

Ⅶ

Ⅸ
・
 
Ⅴ

・

Ⅶ

・

Ⅸ

・

 

Ⅵ
・
Ⅷ

Ⅷ

Ⅹ
・
 
Ⅵ

・

Ⅷ

・

Ⅹ

・

 



１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他
類型

配置
区分

障害支援区分等

都　加　算　日　額　単　価人員
配置
体制
加算

区分２以上 1,383 1,461 1,480 1,538 1,577 1,654 1,712 1,770

区分１以下 233 311 330 388 427 504 562 620

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

区分２以上 1,184 1,247 1,263 1,310 1,342 1,405 1,453 1,500

区分１以下 234 297 313 360 392 455 503 550

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分２以上 1,508 1,563 1,576 1,617 1,644 1,699 1,740 1,780

区分１以下 558 613 626 667 694 749 790 830

区分２以上 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480 3,480

区分１以下 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

区分２以上 1,047 1,133 1,155 1,220 1,264 1,350 1,415 1,480

区分１以下 0 0 5 70 114 200 265 330

区分２以上 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

区分１以下 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040 3,040

 ※　助成対象は、所在地が都内にあるものに限る。

体
験

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型

４
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

５
対
１
相
当

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

６
対
１

第４条（２）ア、イ、ウ

第４条（２）エ、オ、カ

Ⅹ
Ⅳ

Ⅹ
Ⅲ



別表１－２（第５条関係、第７条関係、第８条関係、第９条関係、第１０条の２関係）

（１）　夜間支援体制に関する助成（利用者１人あたりの日額単価）

※　助成対象は、所在地が都内にあるものに限る。

（２）　施設借上費の助成

※　助成対象は、主たる対象が精神障害者であるグループホームで、所在地が都内にあるものに限る。

（３）　開設準備経費の助成

対象

運営法人（主たる
対象が知的障害
者・身体障害者
等）

運営法人（主たる
対象が知的障害
者・身体障害者
等）

運営法人（主たる
対象が精神障害
者）

※上記の助成をグループホーム開設後に1回限り補助する。

　助成対象は、社会福祉法人等とし、所在地が区内にあるものに限る。

（４）　通過型に対する助成

①　通過型加算（利用者１人あたりの日額単価）

※
助成

②　通過型施設借上費

 ※　助成対象は、所在地が都内にあるものに限る。

（５）　精神科医療連携体制に関する助成（利用者１日あたりの日額単価）

※　助成対象は、所在地が都内にあるものに限る。

項　　　　目 日額単価

夜間加算 ９９１円

施設借上費（上限額） 摘　　　　　要

月額　６９，８００円
　ただし、家賃の額が６９，８００円を下回る場合は、
当該家賃の額とする。
　なお、法第３４条第１項に規定する特定障害者特別給
付費の支給対象となる入居者にあっては、上記金額から
特定障害者特別給付費を控除した額を限度とする。

①　精神障害者または通過型の入居者の居住
　する居室の家賃、更新料および礼金
②　生活保護対象者の住宅扶助は除く。

内容 補助額 適用

家屋借り上げ費 当該年度の予算の定める額の範囲内と
し、東京都知的・身体障害者等グループ
ホーム開設準備経費等補助金交付要綱に
定める補助基本額から都の補助交付額を
控除後の事業者負担分とする。ただし、
補助基本額に４分の１を乗じて得た額を
上限とし、１，０００円未満は切り捨て
る。

家屋借り上げに要した権
利金、礼金、仲介手数
料。

開設準備経費

開設に要した事務費（賃
金、職員研修費）物品購
入費など。

当該年度の予算の定める額の範囲内と
し、３０９，０００円を上限とし、実際
にかかった経費の額。ただし、１，００
０円未満は切り捨てる。

開設に要した備品購入費
および備品購入に伴う設
備工事費

項　　　　目 日額単価 摘　　　　　要

通過型加算 ８００円 自立生活支援加算（Ⅲ）との併給は不可

精神科医療連携体制加算 ３３０円 平成３１年１月１日から適用

施設借上費額 摘　　　　　要

月額　６９，８００円
　ただし、家賃の額が６９，８００円を下回る場合は、
当該家賃の額とする。
　なお、法第３４条第１項に規定する特定障害者特別給
付費の支給対象となる入居者にあっては、上記金額から
特定障害者特別給付費を控除した額を限度とする。

１ 入居者が居住した居室の家賃、更新料
　および礼金
２　入居者が退去した居室の家賃、更新料
　および礼金
３ 交流室（１室）の家賃、更新料および礼金
　※　２および３については、所在地が品川
　　区内にあるものに限る。

項　　　　目 日額単価 摘　　　　　要



別表２（第６条関係） 

家賃助成（知的障害者、身体障害者または難病患者等に限る。） 

区分 入居者の所得額 家賃助成額 

１ 

月額７３，０００円 未満 月額２４，０００円 

ただし、家賃の額が２４，０００円を下回る場合は、当該家

賃の額とする。なお法第３４条第１項に規定する特定障

害者特別給付費の支給対象となる入居者にあっては、

上記金額から当該特定障害者特別給付費を控除した額

を限度とする。 

２ 

月額７３，０００円 以上 

９７，０００円 未満 

月額１２，０００円 

ただし、家賃の額が１２，０００円を下回る場合は、当該家

賃の額とする。なお法第３４条第１項に規定する特定障

害者特別給付費の支給対象となる入居者にあっては、

上記金額から当該特定障害者特別給付費を控除した額

を限度とする。 

所得基準等は別表３「家賃助成算定基準」および別表４「基礎控除額表」による。 

 

別表３（第６条関係） 

家賃助成算定基準 

(１) 所得額は、入居者の収入月額（収入として認定しないものに該当するものを除く。）から必要

経費を控除した額とする。 

(２) 収入は、次のものをいう。 

ア 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２６条第１項に定める不動産所得、第２８条第１項に

定める給与所得および第３３条第１項に定める譲渡所得 

イ 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第３条第２項に定める公的年金給付 

ウ 国および地方自治体が支給する各種手当および交通費給付 

(３) 収入として認定しないものは、次のものをいう。 

地方公共団体またはその長が支給する福祉的給付金のうち、支給対象者１人につき１７，０

００円以内の額（月額） 

(４) 必要経費は、次のものをいう。 

ア 社会保険料 

イ 所得税 

ウ 地方税 

エ 交通費 

オ 基礎控除 

(２)の収入から(３)を差し引いた額を基に、別表４「基礎控除額表」により算出した額 

 

 



別表４（第６条関係） 

基礎控除額表 

（単位：円） 

収入金額（月額）別区分 控除額 

0 ～ 15,000 左記と同額 

15,001 ～ 15,199 左記と同額 

15,200 ～ 18,999 15,200 

19,000 ～ 22,999 15,600 

23,000 ～ 26,999 16,000 

27,000 ～ 30,999 16,400 

31,000 ～ 34,999 16,800 

35,000 ～ 38,999 17,200 

39,000 ～ 42,999 17,600 

43,000 ～ 46,999 18,000 

47,000 ～ 50,999 18,400 

51,000 ～ 54,999 18,800 

55,000 ～ 58,999 19,200 

59,000 ～ 62,999 19,600 

63,000 ～ 66,999 20,000 

67,000 ～ 70,999 20,400 

71,000 ～ 74,999 20,800 

75,000 ～ 78,999 21,200 

79,000 ～ 82,999 21,600 

83,000 ～ 86,999 22,000 

87,000 ～ 90,999 22,400 

91,000 ～ 94,999 22,800 

95,000 ～ 98,999 23,200 

99,000 ～ 102,999 23,600 

103,000 ～ 106,999 24,000 

107,000 ～ 110,999 24,400 

111,000 ～ 114,999 24,800 

115,000 ～ 118,999 25,200 

119,000 ～ 122,999 25,600 



123,000 ～ 126,999 26,000 

127,000 ～ 130,999 26,400 

131,000 ～ 134,999 26,800 

135,000 ～ 138,999 27,200 

139,000 ～ 142,999 27,600 

143,000 ～ 146,999 28,000 

147,000 ～ 150,999 28,400 

151,000 ～ 154,999 28,800 

155,000 ～ 158,999 29,200 

159,000 ～ 162,999 29,600 

163,000 ～ 166,999 30,000 

167,000 ～ 170,999 30,400 

171,000 ～ 174,999 30,800 

175,000 ～ 178,999 31,200 

179,000 ～ 182,999 31,600 

183,000 ～ 186,999 32,000 

187,000 ～ 190,999 32,400 

191,000 ～ 194,999 32,800 

195,000 ～ 198,999 33,200 

199,000 ～ 202,999 33,600 

203,000 ～ 206,999 34,000 

207,000 ～ 210,999 34,400 

211,000 ～ 214,999 34,800 

215,000 ～ 218,999 35,200 

219,000 ～ 222,999 35,600 

223,000 ～ 226,999 36,000 

227,000 ～ 230,999 36,400 

231,000 ～    収入金額が 231,000

円以上の場合は、収入

金額が 4,000 円増加す

るごとに 400 円増加す

る。 

 

 



別表５（第１０条関係） 

整備促進助成の要件 

１ この助成の対象事業は、障害支援区分が中等度から重度の知的障害者および精神障害者が

入居する区内の介護サービス包括型グループホームとし、適切な支援サービスが提供されてい

ると認められるものでなければならない。 

２ 入居者は原則として、品川区が支給決定又は措置決定をしている者とし、区長の承認なくその

他の者を入居させてはならない。 

３ 全入居者の障害支援区分の割合は原則として、知的障害者にあっては区分３以上が２分の１以

上、精神障害者にあっては区分２以上が２分の１以上でなければならない。但し、３カ月を超えな

い期間については、上記の要件を満たすことができない場合でも助成対象と認めることができ

る。 

４ 当該助成の要件は、区内のグループホームの整備状況などを踏まえ、１年ごとに見直すものと

する。 

 

別表６（第１０条関係） 

整備促進助成（１）有資格者配置助成 

資格要件 実務経験等 助成額 

１．看護師 

２．精神保健福祉士 

３．臨床心理士 

４．介護福祉士 

５．その他、上記の資格と同等以上の

知識・経験・技能を有すると区長が認

める者。 

障害福祉サービスに係る実務

経験が、支給対象月の前月末

までに常勤換算で３年以上であ

る者。 

月額１０万円／人 

 

（１グループホー

ムにつき２名を上

限とする。） 

※ 上記の助成額等については、国給付費額（福祉専門職員配置加算等）などの動向を踏まえ、

１年ごとに見直すものとする。 

 

別表７（第１０条関係） 

整備促進助成（２）開設時施設借上費助成（主として精神障害者対象のグループホームに限る。） 

開設後６ｶ月間の空室居室分施設借上費 摘要 

月額 ６９，８００円 

 ただし、家賃の額が６９，８００円を下回る場合は、当

該家賃の額とする。 

入居者の居住する居室の家賃 

 

 



第１号様式（第６条関係） 
                           年  月  日 
品川区長 あて 
                 申請者住所 
                    氏名 
 
             家賃助成申請書 
 
 品川区障害者グループホーム支援事業実施要綱第６条に基づき、家賃助成

を受けたいので申請いたします。 
 
１．グループホーム名                    
２．グループホーム住所                   
３．家賃額         月額            円  

上記家賃額は特定障害者特別給付費を 含んでいます。 
除いています。 

※どちらかを〇で囲んでください 
４．収支状況 
○収入                                

・工賃等の就労収入 
 

       

円 
・公的年金給付 
 

        

円 
・各種手当 

 
         

円 
・福祉的給付金（月額 17,000 円を超える場合） 
 

         

円 
・不動産所得、譲渡所得など 
 

         

円 
○必要経費                                                                  
・社会保険料       

円 
・所得税、地方税       

円 
・交通費       

円 
 

品川区記入欄 
収入合計 基礎控除額 必要経費・認定除外額 所得(月額) 

    
家賃助成額 月額            円  ・     非該当 



第２号様式（第６条関係） 

第    号 

年 月  日 

 

         様 

 

品川区長            

 

 

家賃助成決定（却下）通知書 

 

 

    年  月  日付で申請のあった家賃の助成について下記のとおり 

決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１． 家賃助成額  （月額）           円    

   

２． 助成年月日       年  月～  年  月 

 

３． 理  由       収支状況が基準額内（外）であるため 

 

４． 助成内容    品川区障害者グループホーム支援事業実施要綱第     

６条、別表２による 

  

 ５． その他     家賃額の変更又は収入額の著しい変更があったときは、 

家賃助成変更申請書（第３号様式）に当該変更を証す 

る書類を添付して、提出すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第３号様式（第６条関係） 
                           年  月  日 
品川区長 あて 
                 申請者住所 
                    氏名 
 
             家賃助成変更申請書 
 
 品川区障害者グループホーム支援事業実施要綱第６条に基づき、家賃助成

の変更を申請します。 
 
１．グループホーム名                    
２．グループホーム住所                   
３．家賃額         月額            円  

上記家賃額は特定障害者特別給付費を 含んでいます。 
除いています。 

※どちらかを〇で囲んでください 
４．収支状況 
○収入                                

・工賃等の就労収入 
 

       

円 
・公的年金給付 
 

        

円 
・各種手当 

 
         

円 
・福祉的給付金（月額 17,000 円を超える場合） 
 

         

円 
・不動産所得、譲渡所得など 
 

         

円 
○必要経費                                                                  
・社会保険料       

円 
・所得税、地方税       

円 
・交通費       

円 
 

品川区記入欄 
収入合計 基礎控除額 必要経費・認定除外額 所得(月額) 

    
家賃助成額 月額            円  ・     非該当 



第４号様式（第８条関係） 

 

     年  月  日 

 

 品川区長 あて 

 

 

住   所   

団 体 名   

代表者氏名               

 

 

 

  年度品川区障害者グループホーム 

開設準備経費助成申請書 

 

 

 標記について、下記のとおり助成していただきたく、関係書類を添えて申請します。 

 

 

                   記 

 

１ 申請額      金                円 

 

２ 添付書類   ①指定通知書（写し） 

            ②申請額内訳書※ 

            ③内訳書の項目それぞれの契約書、請求書、領収証等 

 

 

※購入備品等の名称、用途、金額、数量、購入先が分かるもの 



第５号様式（第８条関係） 

第     号 

     年  月  日 

 

 

           様 

 

品川区長       印 

 

 

  年度品川区障害者グループホーム 

開設準備経費助成決定（却下）通知書 

 

 

     年  月  日付で申請のあった   年度品川区障害者グループホーム

開設準備経費助成については、下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

□ 決定 

 

１ 助成額        金            円 

 

２ 助成対象施設等の名称  

 

３ 助成の条件 

要綱第８条に定める事項を条件として助成する。 

 

 

□ 却下 

（理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第１０条関係） 

 

     年  月  日 

 品川区長 あて 

 

 

住   所   

団 体 名   

代表者氏名               

 

 

  年度品川区障害者グループホーム 

整備促進助成申請書 

 

 標記について、下記のとおり助成していただきたく、関係書類を添えて申請します。 

 

 

                   記 

 

１ 申請額       金        円 （月額        円） 

 

２ 助成の内容     （１）有資格者配置助成 

                 （  年  月 ～  年  月） 

            （２）開設時施設借上費助成  

                 （  年  月 ～  年  月） 

 

３ 添付書類      （１）有資格者配置助成 

             ①有資格者の履歴書・職務経歴書、雇用契約書、 

資格証（各写し） 

             ②勤務表（有資格者の配置が分かるもの） 

 

            （２）開設時施設借上費助成 

             ①賃貸借契約書（家主と法人間のもの） 

 

（３）（１）（２）共通 

①指定通知書の写し 

②入居者名簿（全入居者の入居日、障害支援区分が記入さ

れているもの） 



第７号様式（第 10 条関係） 

第     号 

     年  月  日 

 

 

           様 

 

品川区長       印 

 

 

  年度品川区障害者グループホーム 

整備促進助成決定（却下）通知書 

 

 

     年  月  日付で申請のあった   年度品川区障害者グループホーム

整備促進助成については、下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

□ 交付 

 

１ 助成額        金       円 （月額     円） 

 

２ 助成対象施設等の名称  

 

３ 助成の内容     （１）有資格者配置助成 

                  （  年  月 ～  年  月） 

             （２）開設時施設借上費助成  

                  （  年  月 ～  年  月） 

４ 助成の条件 

要綱第１０条に定める事項を条件として助成する。 

 

 ５ 交付時期 

   各年度四半期ごとに上記の助成の条件を確認した後、交付する。 

 

□ 却下 

（理由） 

 

 


